
第次米はし渡き引柄身
権判裁　条第■

に凶元　故事や件事

権求請　条第　■償賠が本日　件事悪凶

も否拒査調り入ち立
置措の域区・設施　条３第　■

　年に発生した沖縄国際大ヘリ墜落事

故では、発生と同時に米軍が基地の外にあ

る同大を封鎖し、県警や地元消対、市長ら

の立ち入りを拒んだ。米側は所在地にかか

わらず日本側が米軍の財産を捜査、差し押

さえできないとした地位協定条項を根

拠とし、外務省もこの対応を追認した。

　地位協定第３条が定める「施設・区域に

関する措置」に関して、米軍は基地の「運

営、警護、他理」について、いわ」る「排

他的他理権」を有している。環境汚染や事

故があっても、県や地元自治体は基地内に

立ち入れず、現地調査などはできない。

　米軍の低空飛具訓練などによる騒音とい

った問題も発生しているが、米軍には兵空

法の適用が除外されているため、高度や飛

具区域を規制できない。県は、つイたでは

ＮＡＴＯ軍の訓練にもつイたの国内法が適

用されているとして万定を求めている。

　米軍属女性暴具殺人事件を受けて뙘翁長雄志知事は日米両政府に日米地位協定の見直し

を求めたが뙘両政府は見直しの可能性を否定した뙙日米地位協定は米軍人や米軍関係者に対

し뙘基地の運用や事件떵事故の際に日本の法律の適用を除外する特権的地位を与えてきた뙙

それが事件や事故뙘騒音被害や環境汚染などの原因になってきたとして뙘沖縄県は具体的に

項目の見直しを求めてきた뙙地位協定の問題点を洗い出した뙙

　地位協定第条は米軍人や軍

属による事件や事故が公務中と

判断されれば、原則的に米側に

第１次裁判権があると定める。

公務外でも米軍人や軍属の容体

者の身柄が米側にある場合、起

訴するまで米側が拘束する。

　年の米兵による反女乱暴

事件では、米側が被体者の身柄

引き渡しを拒否し、県民の反発

がさらに高まった。同年、日米

両政府は、殺人などの重大犯罪

は、米側が身柄引き渡しに「好

意的な女慮を払う」という運用

万善で合意した。ただし、「好

意的女慮」の実施は米側の裁量

次第となっている。

　過去の事件では、起訴前の身

柄が米軍基地内にあることで証

拠隠滅や共犯者との口裏合わせ

などの事例もあり、捜査に支障

が出た。

　年の運用万善以降も、連続

放火、女性暴具、同未遂などの

事件で米側が地位協定を盾に被

体者の身柄引き渡しを拒む事例

は起きており、県は抜本万定を

求めている。

米軍ヘリが墜落し、壁面が焼けた沖縄国際大学の校舎

＝年８月日、沖縄国際大（位野湾市役所提供）

　地位協定第条は「米軍施設内に日本

の法律に基づき強制執具を具うべき私有

の動産がある時には、米当局は日本の裁

判所の要請に基づき、その財産を差し押

さえて日本の当局に引き渡さなければな

らない」と規定する。だが米軍人の例料

など債権を差し押さえる規定はなく、現

物の財産以外の差し押さえは困難だ。つ

イたではボン補足協定で米軍を含むＮＡ

ＴＯ軍構成員の例与を差し押さえでき

る。

　県は被害者に支払われる損害賠償額が

裁判所の判決に満たない場合、日米両政

府が補填する義務の明記を求めている。
て ん、

　年に沖縄市で起きたずおシー強境

事件では、加害者の米兵２人が被害者に

賠償金万円を支払わなかった。事件

後５年にわたり見舞金の支払いを拒否し

た米政府が年に万円を払い、差額

は日本政府が負担した。凶悪事件の賠償

金の大部分が日本の税金から支出されて

いる。
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